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はじめに
本小稿の目的は，２０世紀政治理論の発展に大きく貢献したＲ・Ａ・ダール
（Robert Alan Dahl）のポリアーキー論に関して，これまであまり指摘されなか
った点について若干の再検討を行い，３０年以上を超えて比較政治体制研究の枠組
みとされている議論が，今日的現実であるグローバリズムに直面しつつ，どのよ
うな理論的問題を突きつけられているかをスケッチすることである。
１９７１年に発表された『ポリアーキー（Polyarchy）』は，比較政治理論に有益な
分析ツールを提供した。印象論的記述を超える比較政治分析は，１９６０年代初頭に
大規模調査に基づいて体系的比較作業を前進させたＧ・アーモンド（Gabriel Al-
mond）の「政治文化（political culture）」概念などが端緒であるが，アーモンド
の分析の対象となったのはアメリカ，イギリス，イタリア，ドイツ，メキシコの
五カ国に過ぎなかった。また，この作業は政治体制そのものを考察すると言うよ
りも，むしろ政治システムが，政府からの行政的出力と市民からの支持や要求で
ある出力との間に「適切な均衡」が成立するために必要な，市民の側が持つべき
「態度のあり方」を考察したものであり，システム論的な枠組みの中で，いわば
体制の鋳型（mold）は，暗黙のうちにアングロ・アメリカ的なものとされたと
言える。その意味で，政治体制の内実がどの程度“democratic”であるのかとい
う，より原理的な問題意識に基づいて考えれば，ダールのポリアーキー論はより
直接的にこの課題に答えるものであったと言えよう。ここから，比較政治体制分
析は，非欧米諸国，例えば当時の東側社会主義諸国も含め，検証の範囲を世界大
にまで広げることが可能になったのである。
デモクラシーという体制原理の選択が一般的になるにしたがって，その意味内
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容は拡散，無限定化し，分析のための概念としては操作性を持てないものとなっ
たが，ダールのポリアーキー概念は，例えば７０年代初頭にＰ・シュミッターがコ
ーポラティズム概念に対して行った作業に見られるような，比較政治学における
「概念的救出」作業のいまひとつの先駆であったと言ってもよいだろう。以後，３０
年あまりの間に，様々な比較政治分析，地域研究，あるいは政治発展論といった
領域で，ポリアーキー概念は民主主義の実質を評価するための共通フォーマット
となっている
（１）
。現在，これまでポリアーキーのカテゴリーにあるとされてきた諸
国の「よりいっそうの民主化」のみならず，とりわけラテン・アメリカの民主化
とその反動，旧社会主義諸国の民主化などといった現実を契機に，民主化の「プ
ロセス」の解明をより詳細に明らかにしようとする議論などへと，ポリアーキー
論を基盤に発展が数多く見られる。こうした経緯をふまえ，世紀転換後の今日，
ポリアーキーがどうして比較体制研究のフォーマットになりえたのかを再確認す
る意味でも，ダールの議論の特質を再検討しておくことは肝要である。逆に，３０
年前には顕在化していなかった様々な問題と向き合う中で，ポリアーキー概念の
今後の発展のためにどのような視点が必要となるかを明らかにするためにも，こ
の小稿がそれらの一助になることを目指したい。
１ ポリアーキー概念の特質
＜基盤としての権力論＞
第一に，ダールのポリアーキー概念は，「コントロール（control）」という発
想を基礎にしたものである。周知のとおり，ポリアーキー論の基幹部分である政
治体制を規定する二つの変数は，「公的異議申し立て（public contestation）」と
「参加の包括性（inclusiveness）」である。前者が「言論・結社の自由」といった
市民的自由一般の理念とかかわっていることは言うまでもないが，加えてここで
指摘したいのは，この変数が長きにわたるダール独自の権力理論を基盤にしてい
ることである。「公的異議申し立て」という変数設定は，「社会」理論的な性格が
濃厚な理論構造を基礎にしている。
ポリアーキー概念が最初にダールによって示されたのは，１９５３年にＣ・リンド
ブロムとともに上梓した『政治・経済・厚生』においてである。この中でポリア
ーキーは「非リーダーによるリーダーのコントロール」という社会的「技術」と
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して立論された
（２）
。
社会的コントロールには，他に価格システムヒエラルヒー（リーダーによ
る非リーダーのコントロール）バーゲニング（リーダー相互のコントロール）
などがあるが，様々なコントロールがこのような並列的な関係におかれているこ
とは，まさにダールの権力観が国家という特別なアクターの設定なしに，「政治
過程における多元的な圧力」という発想を基本にしている「社会的権力」という
発想から生まれていることを示している。そのためこうした関係論的かつ因果論
的ロジックは，「過程」としての権力を把握する理論的機能を持つことになる。
ポリアーキーにおいては，公的異議申し立ての自由を保証する様々な制度が指
標として示されているが，そこでの制度は，市民が要求を「形成」し，「表現」
し，「政府がその要求を平等に扱うように対応させる」ために必要な制度とされ
ている
（３）
。これは，「デモクラシーという用語を，完全に，あるいはほぼ完全に，
すべての市民に責任をもって応える（responsive）という特性を持った政治シス
テムにたいして使用する」というポリアーキー論冒頭の前提から導き出されるも
のだが
（４）
，同時に権力をイコール「国家権力」，そして非対称的な「支配－被支配」
の関係で考える「ウェーバー以前の国権論」ではなく，関係としての権力を政府
のデモスとの関係にも投影し，その上で両者の関係を「量的」な圧力交差と均衡
の力学として描こうとする図式から導き出されたものと言えよう。こうした設定
はダール自身も言うように，現実の様々な政治システムを比較測定するのに有効
となる。歴史と社会構造を背景にした諸国民国家の異議申し立ての程度を検証す
る変数は，こうした過程論的理解に基づいているのである
（５）
。
＜非近代化論としての政治発展論＞
第二に，ポリアーキー論は，共時的な比較体制分析に留まらず，通時的な体制
の移行経路を念頭に展開されていた。つまりポリアーキー論は政治発展論であっ
た。そして，この発展論は二重の意味で従来の議論を克服しえた。まず，比較体
制論がややもすれば陥りがちなスタティックな制度論フォルマリズムに陥ること
を回避したことである。次に発展経路に関するダールの理論は，欧米先進デモク
ラシーを基準にした単線的発展図式を採用せず，その意味で「非」近代化論的で
あったことである
（６）
。つまりデモクラシーの発展と近代社会の様々な構造の問題を
全く寸断するわけではないが，それでいてデモクラシーを近代社会の単なる従属
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変数に位置付けることを不適当とする検証を得ている。
比較政治学における政治発展研究は，ロストウ流の近代化論への厳しい批判と
ともにあったことは周知のとおりである。単線発展論は，ブルジョア社会層の重
厚化を条件とした素朴なマルクス主義にしても，より一般的に社会的近代化，と
りわけ合理的な経済倫理とそれを支えるある程度の社会制度，社会の機能分化を
背景にして経済的「離陸」が生じるとする図式にしても，いずれも民主化とその
反転，軍事クーデターなどによるセットバックを「例外的事象」というカテゴリ
ーに閉じ込めてしまう危険を抱えている。また，デモクラシーの制度を無謬化し
つつ説明不能な部分をすべて「政治文化」の議論に流し込むようなある種の還元
論に至る場合もある。そして何よりも，ファッシズムを免れた２０世紀デモクラシ
ーの一般的発展が経済発展とかかわるという，より一般的な直感と結びつくため
に分析者の発想を拘束してしまいがちである。
ダールの議論は，例えば社会経済秩序が集中（concentration）しているのか分
散（dispersion）しているのかといった条件，社会的平等と不平等の程度，サブ
・カルチュア・分裂形態および統治効率，ひとつの政治文化論とも言える「政治
活動家の信念」
（７）
，システム外要因としての「外国支配」といったように，多岐に
およぶ社会的諸条件を設定することによって，経済発展と民主化の問題を安易に
直結させなかった。もちろん，ダールが挙げた諸条件の中には「社会経済秩序の
発達水準（levels of development）」もあり，ダールは「社会経済的水準と『政治
的発達』との間には，明らかに重要な関連がある。…競争政治と社会経済的水準
が連動する傾向にあることは，疑問の余地はない」と述べている
（８）
。しかし，こう
した認識と同時にダールは，「社会経済的発達水準とポリアーキーとの関係が直
線的か曲線的か」という問題は未解決であり
（９）
，加えてこれには多くの逸脱事例が
あることを示し，「満足のゆく因果の理論（causal theory）を現時点で提出する
ことは不可能であろうと思う」と留保しているのである
（１０）
。例えば，インドと旧ソ
連のポリアーキー度を見れば，この逸脱ははっきりとする。社会的近代化や経済
発展の水準から言えば大きく遅れをとるインドのポリアーキー度は旧ソ連よりも
高いと評価されたのである。ポリアーキーは１９７０年代初頭に発表されたが，当時
の米ソ冷戦構造の最中にあっても，例えば「経済的に躍進する東側諸国家＝民主
体制」というイデオロギッシュな幻想に静かな反証を加えることになったのであ
る。
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＜アメリカ政治体制批判としての側面＞
逆に，ポリアーキー論はアメリカ政治体制を礼賛するというニュアンスも持っ
ていない。むしろその批判を経ることから定立されたと考えられる。そもそもダ
ールは冷戦構造に依拠した「資本主義 vs社会主義」という対立図式を半世紀以
上にわたる学問的営為において全く採用してこなかった。１９３０年代ニュー・ディ
ールに大きな影響を受けたダールの発想は，生産された財の民主的分配を社会工
学的発想で計画する「民主社会主義」であり，ソ連に対する批判的姿勢はひとえ
にその「集権的配分」モードに向けられたものである。ダールの立てた問題の焦
点は「生産関係」にではなく，ひたすらデモクラシーそのものに存在したのであ
る
（１１）
。
ダールは，６０年代後半から激化する「アメリカ政治と政治学の関係」という知
識社会学的な問題を含めた「保守主義批判」の渦中にあった。当時のラディカル
ズ達の批判の骨子は，アメリカ政治学がファクトリー研究室における分析の精度
にコミットするあまり，アメリカ社会にある様々な病理，政治問題に無関心な態
度をとっており，そのことは実質的には現状容認の悪しき保守主義イデオロギー
を表しているというものであったから，当時の行動科学政治学の泰斗とみなされ
ていたダールの仕事も多くの批判にさらされていた。ところがそうした潮流もダ
ールの仕事を検証していくことで，極めて杜撰な理解であることがわかる。
例えば，ポリアーキー論に先行する「アメリカの政治的反対勢力：肯定と否定」
（１９６７）等の論文にも明らかなように，実は『ポリアーキー』以前に，ダールの
アメリカ政治に対する批判はかなり厳しいものとなっていた
（１２）
。とりわけ，アフリ
カ系アメリカ人の政治参加などの問題はたびたび現れるし，より構造的な問題に
ついて言えば，多元的な政治アクターによるバーゲニング過程である政策決定過
程によってアメリカ政治が全体として「断片化（fragmented）」されていること，
反対勢力の政治行動についても，システム全体に問題を投げかけるようなラディ
カルな主張があらかじめ排除され，基本理念と方向性においてほとんど変わりが
ない雑多な社会集団によって形成されるアライメントの枠で政策の選択がなされ，
かつ反対勢力が固定化せず流動的な存在となっていることなど，様々な問題を提
起している。
当然，『ポリアーキー』においても，ダールのアメリカ政治への評価はネガテ
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ィヴな部分を多く含んでいる。アメリカにおける政治参加の包括性は，人種差別・
マイノリティー問題を見れば高位のポリアーキーには到底なりえず，また政治発
展の図式についても初期のアメリカは近代化仮説をまさに自ら反証する事例とな
っている。結局，ダールの比較政治体制分析は，「比較の視座」から，これまで
暗黙のうちに肯定されてきたアメリカにおけるコンセンサス・ポリティクスが，
その背後に様々な問題を抱えていることを照射することになったのである。通時
的な「発展」概念を含むことによって，ポリアーキー論は，アングロ・アメリカ
・モデルのバイアスが問題となったアーモンド流政治文化概念とは，この点で一
線を画している。
２ サブ・システムにおけるポリアーキー
今日，広義の政治学における新しくて古い問題のひとつが，デモクラシーのユ
ニットをどのようなものとして考えるかということである。端的に言えば，グロ
ーバル化という潮流を背景に，ナショナル・ユニットを前提にポリアーキーを考
える意味が相対化されつつあるといってよい。こうした問題提起は比較政治体制
論に大きな課題を突きつけるものであるが，ナショナルな枠組みを“polyarchies”
のユニットとする論拠は，実はある意味で歴史的コンテクストに起因する選択で
あり，また研究上の便宜の問題も含んでいる。この問題を，ダールは当時からは
っきりとした認識していた。『ポリアーキー』の冒頭でも，分析単位を国民国家
単位に限定したことは，デモクラシーを考える上で「重大なる省略」になると明
言しており，この選択はサブ・システムにまで対象を広げることで必要になる膨
大なデータの入手という困難に直面したなかで仕方なくされたものであると述べ
ている
（１３）
。
今日の「民主化」理論においても，ダールの示した二つの変数とその制度的表
現だけを見ても，多様な文化的背景をもった国々の民主化のプロセスを正確に把
握することが困難であることは指摘されている。例えば，Ｐ・Ｃ・シュミッター
は，民主化とその反動，あるいは挫折といったポリアーキー化のシナリオを検討
する際に，国民国家ユニットの枠内にある様々な下位制度をパーシャル・レジー
ム（partial regime）とし，サブ・ユニットの政治過程に着目することでダール
の議論を克服しようとしている
（１４）
。
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それでは，ダールがアメリカン・プルーラリスト，あるいは集団理論に典型的
に見られるように，サブ・システム内部のプロセスに全く関心が無かったのかと
いうとそうではない。７０年代から「アメリカ政治のよりいっそうの民主化」を求
めて原理主義的傾向を強めていったダールは，８０年代に『経済デモクラシー序説』
を上梓し，長年におよぶ政治学的営為にひとつの回答を示した。つまり，それは
「あらゆるユニットにおけるデモクラシーの要請」の言明である。これは，「利害
当事者の原則（principle of affected interests）」から導かれた，経済企業組織内
にすらポリアーキーを貫徹させようとする試みである
（１５）
。拘束的決定に影響を受け
るすべてのデモスが持つ政治的「権利」としてのデモクラシーという飽くなき主
張は，サブ・システム内部のポリアーキーについての問題意識が継続しているこ
とを示している。しかし，こうした問題意識は「分析ツール」としてのポリアー
キー概念を精緻化させていくことには直接は結びついていないのが現状である。
原理としてのデモクラシーを追求する理論的一貫性はあるが，より直接的に比較
民主政分析に貢献するという目標を立てたとき，ここにはまだ課題が残っている
だろう。
３ グローバリズム：重層的決定という困難な問題
大規模国民国家という枠組みの中にあるポリアーキーの次の段階，つまり国民
国家の枠を超えるデモクラシーの規模の出現（EU諸国）に向けての展望，テレ
コミュニケーションの発達といったより現代的な条件の中でダールが展望するポ
リアーキーも
（１６）
，基本的には上記の原理と深くかかわっている。
ポリアーキーの規模（size）という問題と格闘し続けるダールは，国民国家の
枠を超えるトランス・ナショナル・ポリアーキーについても近年言及している。
ダールの基本ロジックである「拘束的決定に影響を受ける主体としてのデモス」
は，国民国家のレベルを超える諸決定にすら拘束される可能性をもっているのだ
から，トランスナショナルなアジェンダという問題も浮上し，ダールは EUに見
られるような超大規模コンスティチュエンシーのコントロール機能をどうするか
という事態を想定しているし，国民国家の枠組みを超えるデモクラシーへのチャ
レンジにもあながち批判的な態度を持っているわけではない。しかし，もう一方
で，そこで必要となる代表の民主的コントロールが不十分であると，デモスの権
「ポリアーキーとグローバリズム」 175
限は放棄されて，今度は国民国家を超える守護者支配に結びつくことも懸念して
いる
（１７）
。
近年発表された，ダールに対するジャンカルロ・ボセッティ（Giancarlo
Bosetti）による詳細なインタビューには，グローバリズムを背景とする巨大ユ
ニットのポリアーキーについて，苦悩をを抱えつつも極めて率直なダールの考え
方が示されている
（１８）
。ボセッティは，２１世紀初頭において直面するテロリズムや地
域紛争を念頭に，暴力と無秩序に対抗するための展望として，「国際的規模のリ
ヴァイアサン」の可能性についてダールに問うている
（１９）
。これに対して，ダールの
態度は一貫している。ダールは，「世界国家をデモクラシーに基づいた憲法的規
範を持ったものとして考えることができない」とし，国際組織や世界的政治体が
「デモクラシー的組織となる可能性に対して懐疑的」であると述べている
（２０）
。経済
のグローバリズムに対応するという問題側面に関する，ボセッティの執拗な問い
かけに対しても「経済のグローバルと対になるグローバル国家は，端的に言って
最もありえないもの」とし，グローバル経済，通貨政策，通商問題，軍事問題な
どに関する一連の国際的組織はあっても，それらを統合するような全世界的な国
家組織の登場に対しては極めて悲観的である
（２１）
。
そして，その実現の可能性の有無というよりむしろ，ダールが繰り返し強調す
るのは「この種の国家がデモクラシー的になることは，いっそうありそうもない」
という点である。ダールは，分析的根拠から生まれるネガティヴな展望と，それ
に対する規範的態度を分けつつも，世界政府的なるものの存在を否定する根拠を，
「変数としての規模」とする態度を変えることはない。これは，デモクラシーの
規模が拡大すればするほどコントロールが利かなくなり，応答性（accountability）
が確保できなくなるという機能に依拠した判断であると同時に，やはりデモクラ
シーの持ついま一つの「規範」的機能に基づいている。それは，繰り返し指摘す
るならば，政府の正統な権威や市場が調達しない基礎的な政治的権利や機会をデ
モクラシーが調達するという議論である。ポリアーキーの規模を拡大して考える
にせよ，サブ・システム内へと視点を移そうとも，拘束的決定を受ける人々の決
定へのコントロールは常に要求されるのであり，それは根源的権利なのである
（２２）
。
したがって，ダールの議論においては，ポリアーキーの内部に決定の契機が重
層的に存在しているいう，グローバリズムによって一層顕著となった状況に対し
て，それに対応する制度設計も，それを支える論理も，現時点では想定できない。
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言いかえれば，各社会ユニット，あるいは「あるイシューを自らの当事者利益関
心として認知したデモスの集合ユニット」レベルでの諸決定どうしの関係をどう
考えるかという問題へのアプローチが，現時点では困難であるということだ。国
民国家の枠を超えるアジェンダとそこからなされる諸決定と，あるローカルな範
囲でなされている諸決定の関係をどう考えるかは，想定規模の大きさに比例して
複雑さを増してくる問題であるが，規模の大きさが決定の重要性と比例するとい
う不変の前提が存在するわけではない。それはまさに政治の問題である。もし，
そうした比例関係を無根拠に容認してしまえば，ダールの「当事者利益関心原則」
というラディカリズムは論理として孤立してしまうであろう。
極端な例で示せば，問われるのは，サミットなどにおいて複数国間で協議され，
決定された原子力燃料処理問題といったトランス・ナショナルな決定と，そうし
た処理の当事者となっているある国のある地域の処理工場の近隣デモスが示した
「反対決議」等の決定との関係をどう考えるかという点である。このとき，大規
模ポリアーキーの決定が優先されるという論理には説得的な根拠や必然性は見出
せないというのも，主権国家の史的偶発性を論拠にグローバル化したデモクラシ
ーを考察する際のひとつの判断である。とするならば，ダールの懸念するトラン
ス・ナショナルなポリアーキーの代表のコントロールという問題は，その意味で
主権国家の権力のコントロールという従来の図式と同様に単層的な問題設定とな
らざるを得ない。「あらゆる場面でのデモクラシー」という原理の貫徹は，様々
なデモス集団の作り出す各拘束的決定「相互」の関係をどうするのかという問題
には原理的にはなかなかアプローチできない。ダールは，最も原理的なレベルで
デモクラシーのあり方を理論化したが，国境を越える問題に直面している世界の
デモクラシー諸国の現実に対応するのに，最小ユニットのデモクラシーが相似形
として拡大していくような「規模」の問題に焦点を置きすぎることで，各ユニッ
トの重層的決定の調整という問題に対する視角が弱まらざるをえないのである
（２３）
。
おわりに
直面する問題は，“democracies”の内実を操作的手続きによってより正確に把
握するために提起された“polyarchies”の内実にどれだけのユニットや決定が含
まれており，それらが各々どのような関係を持つことが望ましいのかという，新
「ポリアーキーとグローバリズム」 177
しくかつ極めて困難な問題である。したがって，ポリアーキー論は分析の精度を
高めその理論的力を強力にさせていくという課題とともに，公的異議申し立てと
包括性という変数に加わる，もし想定可能であるならば「第三の変数」をどう設
定するべきなのかという問題への展望・試論という課題も持っているだろう。
理論的には，こうした課題に答えるためには決定の行われる政治ユニットの同
心円的規模の拡大を前提にすれば，議論は還元論に陥ることは言うまでもない。
それでは，過大なまでの規模ポリアーキーはデモクラティックたりえないという
原則論に終始してしまうからである。そうであるならば，「当事者原則」の根本
にある権利理論をどれだけ実践的な処方箋と共に示すことができるかに，その展
望はかかっていると言えよう。したがって，ここでは「世界市民」といった安易
なコスモポリタニズムの提唱を戒めつつ，あくまでも原理的なレベルでのいまい
ちどの考察を続けていく必要があるだろう。いささか困難ではあるが，どのよう
な理論的契機を見出せるか，それを今後の研究の課題としたい。
本小稿は，専修大学研究助成（研究課題：「グローバル世界における民主主義
理論の再構想」）を受け，２００１年度日本比較政治学会分科会「比較政治学の開拓
者」報告原稿に大幅な加筆修正を加えた研究成果である。
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